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地域特性に応じた少子化対策の必要性
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問題提起
1. 「消滅」を回避するには、出生率・出生数を回復させるため

の対策を実施すべきではないか。

2. 従来の少子化対策は、出産・育児期に継続就業する正規雇
用者同士の共働き夫婦をメインターゲットにしてきた。しか
し、本格的に出生率を回復させるには、ターゲットをより拡げ
た対策が必要ではないか。
 未婚の若者
 育児期のマスを占めている典型的家族（夫が主に稼ぎ、妻が主に育児）
 都市部の正規雇用者同士の共働き夫婦

3. 地域・人口規模によって少子化は異なる。三重県（及び県内
各地域）の状況に応じた少子化対策を展開する必要がある
のではないか。
 都市と地方では必要な少子化対策は異なる

 基礎自治体が行ってきた少子化対策は出生率回復に効果。ただし、町
村レベルでは、少子化対策が出生率回復に与えた効果は不明瞭。

 若者・子育て世代の定住促進は出生率回復の鍵。









少子化の地域差が生じる要因

仮説 結果 影響強い地域

①地域雇用の悪化 完全失業率 ◎ 東北－、近畿－

若年非正規 ○ 北海道－、首都圏－、近畿－

②育児期の女性の就業（保育、両立支
援の不足）

△ 首都圏－、近畿－

③親からの育児支援 ○ 北陸+、中部+、中国・四国+

④出産・子育てに価値を置く規範意識 ◎ 中国・四国+、九州・沖縄+
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 出生率の今日的な地域差を説明する４つの仮説
 中でも、「完全失業率」と「出産規範」の影響強

 「育児期の女性の就業」は、首都圏等の大都市における課題

 各仮説が影響している地域が異なる

松田（2013）をもとに作成
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注：文部科学省科学研究費補助金（研究活動スタート支援）によ
り実施した「市区町村の少子化対策の現状と経緯に関するアン
ケート調査」の分析結果。出生率の変化は、2003～2007年から
2008～2012年まで。少子化対策の実施状況（2005年）は、「結婚・

妊娠・出産の支援」「家庭での子育てへ支援」「保育・幼児教育」
をもとにグループ化。人口・地域等を統制。

●市レベル以上では、さまざまな少子化対策を実施する自治体の方が、出生率が回復
⇒ある程度幅広いメニューが大事。施策の「深度」が加われば効果はさらに大

（保育所在所児童や待機児童の指標が出生率回復に与えた効果はみられない）
●転出者が多いと出生率低下 ⇒ 若者・子育て世代の定着が鍵（特に町村では）

市区町村の少子化対策の合計特殊出生率へ
の効果（人口５万人以上の場合）

純移動率と合計特殊出生率の関係

注：純移動率は総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年
報」2005年。




